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Ⅰ　指定居宅サービス介護給付費単位数の算定構造

１　訪問介護費

注 注 注 注 注

身体介護の（１）～（３）に
引き続き生活援助を行っ
た場合

３級訪問介護員により行
われる場合

２人の訪問介護員等に
よる場合

夜間又は早朝の場合、
若しくは深夜の場合

特別地域訪問介護加算

　：　特別地域訪問介護加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　改定前の家事援助、複合型を削除。

２　訪問入浴介護費

注 注 注

介護職員３人が行った場
合

全身入浴が困難で、清
拭又は部分浴を実施し
た場合

特別地域訪問入浴介護
加算

　：　特別地域訪問入浴介護加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

×２００／１００

＋１５／１００

(２)　１時間以上
        （２９１単位に３０分を増すごとに
                                        ＋８３単位)

ロ　生活援助

ハ　通院等乗降
　　介助

　　　　　　　　　　（１回につき　　１００単位）

(１)　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０８単位）

×９０／１００

夜間又は早朝の場合
　　　　＋２５／１００

深夜の場合
　　　　＋５０／１００

イ　身体介護

基本部分

基本部分

＋１５／１００　訪問入浴介護費　　　　　　　　　（１回につき　１,２５０単位） ×９５／１００ ×７０／１００

３０分を増すごとに
＋８３単位

(１)　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３１単位）

(２)　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４０２単位）

(３)　１時間以上
　　　　（５８４単位に３０分を増すごとに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋８３単位）

　[脚注]
　　　１．単位数算定記号の説明
　　　　　＋○○単位　　　 ⇒　　　所定単位数　＋　○○単位
　　　　　－○○単位　　　 ⇒　　　所定単位数　－　○○単位
　　　　　×○○／１００　　⇒　　　所定単位数　×　○○／１００
　　　　　＋○○／１００　　⇒　　　所定単位数　＋　所定単位数×○○／１００
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３　訪問看護費

注 注 注 注 注

准看護師の場合 指定訪問看護ス
テーションの理学
療法士､作業療
法士の場合

夜間又は早朝の
場合、若しくは深
夜の場合

特別地域訪問看
護加算

緊急時訪問看護
加算

特別管理加算 ターミナルケア加
算

　：　特別地域訪問看護加算、ターミナルケア加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

４　訪問リハビリテーション費

５　居宅療養管理指導費

1月につき
＋２９０単位

1月につき
＋２５０単位

死亡月につき
＋１,２００単位

注

＋１５／１００

イ(2)の所定単位
数を算定

1月につき
 ＋５４０単位

退院・退所後６ヶ月において、訪問リ
ハビリテーション計画に基づき、訪問
リハビリテーションを実施した場合

訪問リハビリテーション費

　　　　　（１日につき　５５０単位） 　介護老人保健施設の場合

1日につき
＋５０単位

　病院又は診療所の場合

注

基本部分

夜間又は早朝の
場合
　　＋２５／１００

深夜の場合
　　＋５０／１００

ロ　病院又は
診療所の場合

×９０／１００
(１)　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４３単位）

(２)　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５０単位）

(３)　１時間以上１時間３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４５単位）

基本部分

イ　指定訪問
看護ステー
ションの場合

(１)　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２５単位）

基本部分

(２)　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３０単位）

(３)　１時間以上１時間３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１,１９８単位）

ハ　管理栄養士が行う場合（月２回を限度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３０単位）

ニ　歯科衛生
士等が行う場
合（月４回を
限度）

（１）月の１回目の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５０単位）

（２）月の２回目以降の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３００単位）

(１)居宅療養管理指導費費（Ⅰ）
　　（(2)以外）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

(２)居宅療養管理指導費（Ⅱ）
　　（在総診を算定する場合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９０単位）

ロ　薬剤師が
行う場合

(１)医療機関の薬剤師の場合
　　（月２回を限度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５０単位）

イ　医師又は
歯科医師が行
う場合（月２回
を限度）

注
特別な薬剤の投薬が行われている利
用者に対して、当該薬剤の使用に関
する必要な薬学的管理指導を行った
場合

　
　　　　　　　　　　　　＋１００単位

（二）月の２回目以降の場合
　　　　　　　　　　（３００単位）

(２)薬局の薬剤師の
場合
　　（月４回を限度）

（一）月の１回目の場合
　　　　　　　　　　（５００単位）
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６　通所介護費

注 注 注 注 注 注

利用者の数
が利用定員
を超える場合

又
は

看護・介護職
員の員数が
基準に満た
ない場合

要支援 （ ２８６ 単位）

要介護１・２ （ ３５４ 単位）

要介護３・４・５ （ ５０３ 単位）

要支援 （ ４０８ 単位）

要介護１・２ （ ５０６ 単位）

要介護３・４・５ （ ７１８ 単位）

要支援 （ ５７２ 単位）

要介護１・２ （ ７０９ 単位）

要介護３・４・５ （１,００６ 単位）

要支援 （ ２４１ 単位）

要介護１・２ （ ３０７ 単位）

要介護３・４・５ （ ４５２ 単位）

要支援 （ ３４４ 単位）

要介護１・２ （ ４３８ 単位）

要介護３・４・５ （ ６４５ 単位）

要支援 （ ４８２ 単位）

要介護１・２ （ ６１４ 単位）

要介護３・４・５ （ ９０３ 単位）

要支援 （ ４４３ 単位）

要介護１・２ （ ５１１ 単位）

要介護３・４・５ （ ６８７ 単位）

要支援 （ ６３３ 単位）

要介護１・２ （ ７３０ 単位）

要介護３・４・５ （ ９８１ 単位）

要支援 （ ８８６ 単位）

要介護１・２ （１,０２２ 単位）

要介護３・４・５ （１,３７３ 単位）

要支援 （ ３７３ 単位）

要介護１・２ （ ４４１ 単位）

要介護３・４・５ （ ６１６ 単位）

要支援 （ ５３３ 単位）

要介護１・２ （ ６３０ 単位）

要介護３・４・５ （ ８８０ 単位）

要支援 （ ７４６ 単位）

要介護１・２ （ ８８２ 単位）

要介護３・４・５ （１,２３２ 単位）

２時間以上３時
間未満の通所
介護を行う場
合

専従の機能訓
練指導員を配
置している場合

６時間以上８時間未
満の通所介護の前
後に日常生活上の
世話を行う場合

８時間以上９時間未満
の場合　　＋５０単位
　

９時間以上10時間未満
の場合　 ＋１００単位

基本部分

通
所
介
護
費

注

×７０/１００

×７０/１００

（３）
６時間以上
８時間未満

イ　単独型通
所介護費

（１）
３時間以上
４時間未満

ロ　併設型通
所介護費

（２）
４時間以上
６時間未満

（２）
４時間以上
６時間未満

（３）
６時間以上
８時間未満

８時間以上９時間未満
の場合　　＋５０単位
　

９時間以上10時間未満
の場合　 ＋１００単位 １日につき

＋２７単位
１日につき
＋３９単位

（３）
６時間以上
８時間未満

８時間以上９時間未満
の場合　　＋５０単位
　

９時間以上10時間未満
の場合　 ＋１００単位

（１）
３時間以上
４時間未満

（２）
４時間以上
６時間未満

×７０/１００

×７０/１００

（１）
３時間以上
４時間未満

ニ　痴呆専用
併設型通所
介護費

ハ　痴呆専用
単独型通所
介護費

（１）
３時間以上
４時間未満

（２）
４時間以上
６時間未満

食事提供体制
を確保している
事業所におい
て、食事の提
供を行うことと
なっている場合

利用者に対し
て送迎を行う場
合

入浴介助を
行った場合、当
該基準の区分
に従い加算

通所介護入浴
介助加算
１日につき
　＋４４単位

通所介護特別
入浴介助加算
１日につき
　＋６５単位

片道につき
＋４７単位

８時間以上９時間未満
の場合　　＋５０単位
　

９時間以上10時間未満
の場合　 ＋１００単位

×７０/１００

×７０/１００

（３）
６時間以上
８時間未満
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７　通所リハビリテーション費

注 注 注 注 注 注 注

利用者の数
が利用定員
を超える場合

又
は

医師、理学療
法士・作業療
法士・言語聴
覚士、看護・
介護職員の
員数が基準
に満たない場
合

要支援 （ ２８３ 単位）

要介護１・２ （ ３５１ 単位）

要介護３・４・５ （ ４８８ 単位）

要支援 （ ４０４ 単位）

要介護１・２ （ ５００ 単位）

要介護３・４・５ （ ６９４ 単位）

要支援 （ ５６３ 単位）

要介護１・２ （ ６９９ 単位）

要介護３・４・５ （ ９７２ 単位）

要支援 （ ２８３ 単位）

要介護１・２ （ ３５１ 単位）

要介護３・４・５ （ ４８８ 単位）

要支援 （ ４０４ 単位）

要介護１・２ （ ５００ 単位）

要介護３・４・５ （ ６９４ 単位）

要支援 （ ５６３ 単位）

要介護１・２ （ ６９９ 単位）

要介護３・４・５ （ ９７２ 単位）

要支援 （ ２８３ 単位）

要介護１・２ （ ３５１ 単位）

要介護３・４・５ （ ４８８ 単位）

要支援 （ ４０４ 単位）

要介護１・２ （ ５００ 単位）

要介護３・４・５ （ ６９４ 単位）

要支援 （ ５６３ 単位）

要介護１・２ （ ６９９ 単位）

要介護３・４・５ （ ９７２ 単位）

（３）
６時間以上
８時間未満

通常規模の
医療機関の
場合

小規模診療
所の場合

介護老人保
健施設の場
合

（１）
３時間以上
４時間未満

（２）
４時間以上
６時間未満

（３）
６時間以上
８時間未満

（１）
３時間以上
４時間未満

×７０/１００

×７０/１００

（２）
４時間以上
６時間未満

個別リハビリ
テーション計画
に基づくリハビ
リテーションの
提供を個別に
利用者に行っ
た場合

　５５０単位
（月１回を
限度）

食事提供体制
を確保している
事業所におい
て、食事の提
供を行うことと
なっている場合

利用者に対し
て送迎を行う場
合

入浴介助を
行った場合、当
該基準の区分
に従い加算

１日につき
 ＋３９単位

介護老人保健
施設であって、
理学療法士、
作業療法士が
居宅を訪問し、
診察、運動機
能検査等を行
い、通所リハビ
リ計画の作成
等を行った場
合

片道につき
 ＋４７単位

通所リハビリ
テーション入浴
介助加算
１日につき
　＋４４単位

通所リハビリ
テーション特別
入浴介助加算
１日につき
　＋６５単位

退院・退所後１
年以内の場合
　　＋１３０単位

退院・退所後１
年超の場合
　　＋１００単位
（１日１回を限
度）

注

６時間以上８時間未
満の通所リハビリの
前後に日常生活上
の世話を行う場合

８時間以上９時間未満
の場合　　＋５０単位
　

９時間以上10時間未満
の場合　 ＋１００単位

×７０/１００

８時間以上９時間未満
の場合　　＋５０単位
　

９時間以上10時間未満
の場合　 ＋１００単位

８時間以上９時間未満
の場合　　＋５０単位
　

９時間以上10時間未満
の場合　 ＋１００単位

×７０/１００

（３）
６時間以上
８時間未満

（１）
３時間以上
４時間未満

（２）
４時間以上
６時間未満

×７０/１００

２時間以上３時
間未満の通所
リハビリテー
ションを行う場
合

基本部分

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
｜
シ
ョ
ン
費
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８　短期入所生活介護費

注 注

夜勤を行う職員の
勤務条件基準を満
たさない場合

利用者の数及び入
所者の数の合計数
が入所定員を超え
る場合 又

は

介護・看護職員の
員数が基準に満た
ない場合

専従の機能訓練指
導員を配置してい
る場合

利用者に対して送
迎を行う場合

要支援 （ ８３１ 単位）

要介護１ （ ８７５ 単位）

要介護２ （ ９４６ 単位）

要介護３ （１,０１６ 単位）

要介護４ （１,０８７ 単位）

要介護５ （１,１５７ 単位）

要支援 （ ７６５ 単位）

要介護１ （ ７９９ 単位）

要介護２ （ ８５４ 単位）

要介護３ （ ９０９ 単位）

要介護４ （ ９６４ 単位）

要介護５ （１,０１９ 単位）

要支援 （ ７２３ 単位）

要介護１ （ ７５２ 単位）

要介護２ （ ７９７ 単位）

要介護３ （ ８４３ 単位）

要介護４ （ ８８９ 単位）

要介護５ （ ９３４ 単位）

要支援 （ ７９７ 単位）

要介護１ （ ８４１ 単位）

要介護２ （ ９１２ 単位）

要介護３ （ ９８２ 単位）

要介護４ （１,０５３ 単位）

要介護５ （１,１２３ 単位）

要支援 （ ７３１ 単位）

要介護１ （ ７６５ 単位）

要介護２ （ ８２０ 単位）

要介護３ （ ８７５ 単位）

要介護４ （ ９３０ 単位）

要介護５ （ ９８５ 単位）

要支援 （ ６８９ 単位）

要介護１ （ ７１８ 単位）

要介護２ （ ７６３ 単位）

要介護３ （ ８０９ 単位）

要介護４ （ ８５５ 単位）

要介護５ （ ９００ 単位）

要支援 （ ９５２ 単位）

要介護１ （ ９８２ 単位）

要介護２ （１,０２９ 単位）

要介護３ （１,０７７ 単位）

要介護４ （１,１２５ 単位）

要介護５ （１,１７２ 単位）

要支援 （ ９１８ 単位）

要介護１ （ ９４８ 単位）

要介護２ （ ９９５ 単位）

要介護３ （１,０４３ 単位）

要介護４ （１,０９１ 単位）

要介護５ （１,１３８ 単位）

＋１２単位
片道につき
　＋１８４単位

注

(１)単独型短期入所生活
介護費（Ⅰ）
<3：1>

基本部分

(３)単独型短期入所生活
介護費（Ⅲ）
<4.1：1>

単独型短
期入所生
活介護費

×９７／１００ ×７０／１００

(２)単独型短期入所生活
介護費（Ⅱ）
<3.5：１>

×７０／１００

(３)併設型短期入所生活
介護費（Ⅲ）
<4.1：1>

併設型短
期入所生
活介護費

×７０／１００

　単独型小規模生活単位型
  短期入所生活介護費

　併設型小規模生活単位型
  短期入所生活介護費

(２)併設型短期入所生活
介護費（Ⅱ）
<3.5：1>

(１)併設型短期入所生活
介護費（Ⅰ）
<3：1>
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９　短期入所療養介護費
　イ　介護老人保健施設における短期入所療養介護費

注

夜勤を行う職
員の勤務条
件基準を満
たさない場合

利用者の数
及び入所者
の数の合計
数が入所定
員を超える場
合

又
は

看護・介護職
員の員数が
基準に満た
ない場合 又

は

医師、理学療
法士・作業療
法士の員数
が基準に満
たない場合

利用者に対し
て送迎を行う
場合

要支援 （ ９４９ 単位）

要介護１ （ ９８３ 単位）

要介護２ （ １,０３２ 単位）

要介護３ （ １,０８５ 単位）

要介護４ （ １,１３９ 単位）

要介護５ （ １,１９２ 単位）

要支援 （ ８６３ 単位）

要介護１ （ ８８９ 単位）

要介護２ （ ９３１ 単位）

要介護３ （ ９７３ 単位）

要介護４ （ １,０１５ 単位）

要介護５ （ １,０５７ 単位）

　：　緊急時治療管理と特定治療は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　ＰＴ・ＯＴによる人員配置減算（７０％）を適用する場合には、リハビリ機能強化加算（３０単位）を適用しない。

　ロ　療養病床を有する病院における短期入所療養介護費

注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条
件基準を満
たさない場合

利用者の数
及び入院患
者の数の合
計数が入院
患者の定員
を超える場合

又
は

看護・介護職
員の員数が
基準に満た
ない場合

又
は

看護師が基
準に定められ
た看護職員
の員数に
20/100を乗じ
て得た数未
満の場合

又
は

僻地の医師確
保計画を届出
たもので、医
師の数が基準
に定められた
医師の員数に
60/100を乗じ
て得た数未満
である場合

又
は

僻地の医師確
保計画を届出
たもの以外
で、医師の数
が基準に定め
られた医師の
員数に60/100
を乗じて得た
数未満である
場合

施設基準の区
分による療養
環境減算

医師の配置
について医療
法施行規則
第４９条の規
定が適用さ
れている場合

夜勤を行う職
員の勤務条件
に関する基準
の区分による
加算

利用者に対し
て送迎を行う
場合

要支援 （ ９５０ 単位）

要介護１ （ ９８４ 単位）

要介護２ （ １,０９４ 単位）

要介護３ （ １,３３２ 単位）

要介護４ （ １,４３３ 単位）

要介護５ （ １,５２４ 単位）

要支援 （ ９０５ 単位）

要介護１ （ ９２４ 単位）

要介護２ （ １,０３３ 単位）

要介護３ （ １,１９３ 単位）

要介護４ （ １,３４９ 単位）

要介護５ （ １,３９１ 単位）

要支援 （ ８７４ 単位）

要介護１ （ ８９４ 単位）

要介護２ （ １,００５ 単位）

要介護３ （ １,１５６ 単位）

要介護４ （ １,３１３ 単位）

要介護５ （ １,３５４ 単位）

　：　特定診療費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　医師の人員配置減算（△１２単位又は９０％）を適用する場合には、医師経過措置減算（△１２単位）を適用しない。
　　 夜勤勤務条件減算（△２５単位）を適用する場合には、夜間勤務等看護加算（７～２３単位）を適用しない。

　人員配置区分の変更　： 夜勤勤務条件基準加算区分の変更　：
改定前の Ⅰ型 → 廃止 改定前の Ⅰ型　　→ Ⅰ型

Ⅱ型 → Ⅰ型 Ⅱ型　　→ Ⅱ型
Ⅲ型 → Ⅱ型 Ⅲ型　　→ 廃止
Ⅳ型 → Ⅲ型 Ⅳ型　　→ Ⅲ型

（１）　介護
老人保健
施設短期
入所療養
介護費

(一)介護老人保健
施設短期入所療
養介護費（Ⅰ）<3：
1>

(二)介護老人保健
施設短期入所療
養介護費（Ⅱ）
<3.6：１>

注

×９７／１００ ×７０／１００

基本部分

×７０／１００

(２)　特定診療費

療養病床療養
環境減算(Ⅰ)
－１５単位

療養病床療養
環境減算(Ⅱ)
－７５単位

療養病床療養
環境減算(Ⅲ)
－１０５単位

（２）　緊急
時施設療
養費

(二)特定治療

基本部分

(1)　病院
療養病床
短期入所
療養介護
費

×７０／１００

－２５単位 ×７０／１００

(一)病院療養病床
短期入所療養介
護費（Ⅰ）
看護<6：１>  介護
<4:1>

片道につき
　＋１８４単位

×９０／１００ ×９０／１００

(三)病院療養病床
短期入所療養介
護費（Ⅲ）
看護<6：１>  介護
<6:1>

－１２単位－１２単位

(一)緊急時治療管理
　（1月に1回3日を限度に､1日につき５００単
位を算定）

痴呆専門棟加
算(特に問題行
動の著しい痴呆
性老人の場合)

リハビリ体制（理
学療法士等の配
置）が強化され、
個別リハビリテー
ション計画に基づ
きリハビリテー
ションを行う体制
にある場合

夜間勤務等看
護（Ⅰ）
　＋２３単位

夜間勤務等看
護（Ⅱ）
　＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅲ）
　　＋７単位

(二)病院療養病床
短期入所療養介
護費（Ⅱ）
看護<6：１>  介護
<5:1>

注注

片道につき
　＋１８４単位

注

＋７６単位＋３０単位×７０／１００

6



　ハ　療養病床を有する診療所における短期入所療養介護費

注 注 注

利用者の数及び入
院患者の数の合計
数が入院患者の定
員を超える場合

施設基準の区分によ
る療養環境減算

利用者に対して送迎
を行う場合

要支援 （ ９２９ 単位）

要介護１ （ ９６５ 単位）

要介護２ （１,０１７ 単位）

要介護３ （１,０６９ 単位）

要介護４ （１,１２０ 単位）

要介護５ （１,１７２ 単位）

要支援 （ ８４２ 単位）

要介護１ （ ８７５ 単位）

要介護２ （ ９２１ 単位）

要介護３ （ ９６７ 単位）

要介護４ （１,０１３ 単位）

要介護５ （１,０５９ 単位）

　：　特定診療費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

　ニ　老人性痴呆疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介護費

注

利用者の数及び入
院患者の数の合計
数が入院患者の定
員を超える場合 又

は

看護・介護職員の員
数が基準に満たない
場合

又
は

看護師が基準に定
められた看護職員の
員数に20/100を乗じ
て得た数未満の場合 又

は

僻地の医師確保計
画を届出たもので、
医師の数が基準に
定められた医師の員
数に60/100を乗じて
得た数未満である場
合

又
は

僻地の医師確保計
画を届出たもの以外
で、医師の数が基準
に定められた医師の
員数に60/100を乗じ
て得た数未満である
場合

利用者に対して送迎
を行う場合

要支援 （１,１２５ 単位）

要介護１ （１,１６８ 単位）

要介護２ （１,２３９ 単位）

要介護３ （１,３０９ 単位）

要介護４ （１,３８０ 単位）

要介護５ （１,４５０ 単位）

要支援 （１,０９７ 単位）

要介護１ （１,１３９ 単位）

要介護２ （１,２０８ 単位）

要介護３ （１,２７６ 単位）

要介護４ （１,３４５ 単位）

要介護５ （１,４１３ 単位）

要支援 （１,０８１ 単位）

要介護１ （１,１２３ 単位）

要介護２ （１,１９０ 単位）

要介護３ （１,２５７ 単位）

要介護４ （１,３２５ 単位）

要介護５ （１,３９２ 単位）

　　：　特定診療費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　　痴呆疾患型短期入所療養介護費（Ⅳ）を削除。

　ホ　基準適合診療所における短期入所療養介護費

要支援 （ ７９６ 単位）

要介護１ （ ８２８ 単位）

要介護２ （ ８７１ 単位）

要介護３ （ ９１５ 単位）

要介護４ （ ９５９ 単位）

要介護５ （１,００３ 単位）

(三)痴呆疾患型短期入所
療養介護費（Ⅲ）
　　看護<6：1>  介護<6：1>

基本部分

基本部分

(２)　特定診療費

基本部分

(２)　特定診療費

(1)痴呆疾患
型短期入所
療養介護費

(一)痴呆疾患型短期入所
療養介護費（Ⅰ）
　　看護<6：1>  介護<4：1>

(1)診療所療
養病床短期
入所療養介
護費

×９０／１００

注

片道につき
　＋１８４単位

基準適合診療所短期入所療養介護費

利用者の数及び入院患者の数の合計数が入
院患者の定員を超える場合

×７０／１００
片道につき
　＋１８４単位

利用者に対して送迎を行う場合

注

(二)痴呆疾患型短期入所
療養介護費（Ⅱ）
　　看護<6：1>  介護<5：1>

注

－１２単位

(二)診療所療養病床短期
入所療養介護費（Ⅱ）
　　　看護・介護<3：１>

診療所療養病床療
養環境減算（Ⅰ）
　　　－５０単位

診療所療養病床療
養環境減算（Ⅱ）
　　　－９０単位

片道につき
　＋１８４単位

×７０/１００

(一)診療所療養病床短期
入所療養介護費（Ⅰ）
　　　看護<6：1>  介護<6：
1>

×７０／１００

×７０／１００ ×９０／１００
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１０　痴呆対応型共同生活介護費

注

利用者の数が利用定
員を超える場合

又
は

介護従業者の員数が
基準に満たない場合

夜間ケア加算

要介護１ （ ７９６ 単位）

要介護２ （ ８１２ 単位）

要介護３ （ ８２８ 単位）

要介護４ （ ８４４ 単位）

要介護５ （ ８６１ 単位）

※　介護従事者の人員配置減算（７０％）を適用する場合には、夜間ケア加算（７１単位）を適用しない。

１１　特定施設入所者生活介護費

注 注

看護・介護職員の員数
が基準に満たない場
合

専従の機能訓練指導
員を配置している場合

要支援 （ ２３８ 単位）

要介護１ （ ５４９ 単位）

要介護２ （ ６１６ 単位）

要介護３ （ ６８３ 単位）

要介護４ （ ７５０ 単位）

要介護５ （ ８１８ 単位）

１２　福祉用具貸与費

　：　特別地域福祉用具貸与加算は、支給限度額管理の対象外となる算定項目

じょく瘡予防用具

歩行補助つえ

痴呆性老人徘徊感知機器

移動用リフト

体位変換器

手すり

スロープ

歩行器

ロ　初期加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　＋３０単位）

基本部分

基本部分

車いす付属品

交通費に相当する額を事業所の所在地に適用さ
れる１単位の単価で除して得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の１００／１００を限度）

車いす

＋１２単位

　福祉用具貸与費
（現に指定福祉用具貸
与に要した費用の額を
当該事業所の所在地に
適用される１単位の単価
で除して得た単位数）

注

特別地域福祉用具貸与加算

特定施設入所者生活介護費
×７０／１００

特殊寝台

特殊寝台付属品

注

×７０／１００
イ　痴呆対応型共同生活介護費 1日につき

　＋７１単位
×７０／１００

基本部分
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Ⅱ　指定居宅介護支援介護給付費単位数の算定構造

　　　居宅介護支援費

注 注 注

運営基準減算 特別地域居宅介護支援
加算

４種類以上のサービスを
組み合わせている場合

＋１００単位

＋１５／１００

基本部分

　居宅介護支援費　　　　　　　　（１月につき　８５０単位）

×７０／１００
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Ⅲ　指定施設サービス等介護給付費単位数の算定構造

１　介護福祉施設サービス

注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条
件基準を満
たさない場合

入所者の数
が入所定員
を超える場合 又

は

介護・看護職
員の員数が
基準に満た
ない場合

又
は

介護支援専
門員の員数
が基準に満
たない場合

専従の機能訓
練指導員を配
置している場
合

専従の常勤医
師を配置して
いる場合

精神科医師に
よる療養指導
が月2回以上
行われている
場合

専従の障害者
生活支援員を
配置している
場合

要介護１ （ ６７７ 単位）

要介護２ （ ７４８ 単位）

要介護３ （ ８１８ 単位）

要介護４ （ ８８９ 単位）

要介護５ （ ９５９ 単位）

要介護１ （ ６０１ 単位）

要介護２ （ ６５６ 単位）

要介護３ （ ７１１ 単位）

要介護４ （ ７６６ 単位）

要介護５ （ ８２１ 単位）

要介護１ （ ５５４ 単位）

要介護２ （ ５９９ 単位）

要介護３ （ ６４５ 単位）

要介護４ （ ６９１ 単位）

要介護５ （ ７３６ 単位）

要介護１ （ ８４１ 単位）

要介護２ （ ９０８ 単位）

要介護３ （ ９７６ 単位）

要介護４ （１,０４３ 単位）

要介護５ （１,１１０ 単位）

要介護１ （ ７２２ 単位）

要介護２ （ ７７０ 単位）

要介護３ （ ８１９ 単位）

要介護４ （ ８６７ 単位）

要介護５ （ ９１５ 単位）

要介護１ （ ６７０ 単位）

要介護２ （ ７１０ 単位）

要介護３ （ ７５０ 単位）

要介護４ （ ７９０ 単位）

要介護５ （ ８３０ 単位）

要介護以外・１ （ ６７７ 単位）

要介護２・３ （ ７８７ 単位）

要介護４・５ （ ９２４ 単位）

要介護以外・１ （ ６０１ 単位）

要介護２・３ （ ６８６ 単位）

要介護４・５ （ ７９３ 単位）

要介護以外・１ （ ５５４ 単位）

要介護２・３ （ ６２４ 単位）

要介護４・５ （ ７１３ 単位）

要介護以外・１ （ ８４１ 単位）

要介護２・３ （ ９４５ 単位）

要介護４・５ （１,０７６ 単位）

要介護以外・１ （ ７２２ 単位）

要介護２・３ （ ７９７ 単位）

要介護４・５ （ ８９０ 単位）

要介護以外・１ （ ６７０ 単位）

要介護２・３ （ ７３２ 単位）

要介護４・５ （ ８１０ 単位）

要介護１ （ ７８４ 単位）

要介護２ （ ８３１ 単位）

要介護３ （ ８７９ 単位）

要介護４ （ ９２７ 単位）

要介護５ （ ９７４ 単位）

要介護１ （ ８４１ 単位）

要介護２ （ ９０８ 単位）

要介護３ （ ９７６ 単位）

要介護４ （１,０４３ 単位）

要介護５ （１,１１０ 単位）

要介護以外・１ （ ７８４ 単位）

要介護２・３ （ ８５８ 単位）

要介護４・５ （ ９５０ 単位）

要介護以外・１ （ ８４１ 単位）

要介護２・３ （ ９４５ 単位）

要介護４・５ （１,０７６ 単位）

※　精神科を担当する医師について、常勤医師配置加算（２０単位）が適用されている場合には、精神科医療養指導加算（５単位）を適用しない。

(二)介護福祉施設サービ
ス費（Ⅱ）<3.5：１>

×７０／１００

(2)小規模介護
福祉施設サー
ビス費

×７０／１００

(三)介護福祉施設サービ
ス費（Ⅲ）<4.1：１>

(一)小規模介護福祉施設
サービス費（Ⅰ）<３：１>

(二)小規模介護福祉施設
サービス費（Ⅱ）<3.5：１>

×９７／１００ ×７０／１００

注
入所者及びその家族等に対して退所後の相談援助を行い、かつ市町村及び老人介護支援センターに対して必要な情報を提供した場合

注
居宅介護支援事業者と退所前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

＋１２単位 ＋２０単位 ＋５単位 ＋２６単位

小規模生活単位型入所者について、食事の標準負担額区分に応じて、1日につき３３単位又は６６単位を算定

×７０／１００

×７０／１００

×７０／１００

基本部分

　初期加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　＋３０単位）

(1)退所前後訪問相談援助加算
　　　　　　（入所中１回（又は２回）、退所後１回を限度に４６０単位を算定）

注

　退所時等
相談援助
加算

(2) 退所時相談援助加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４００単位）

(三)小規模旧措置入所者
介護福祉施設サービス費
（Ⅲ）<4.1：１>

　小規模生活単位型入所者の居住費対策

(三)旧措置入所者介護福
祉施設サービス費（Ⅲ）
<4.1：１>

(一)小規模旧措置入所者
介護福祉施設サービス費
（Ⅰ）<３：１>

(3) 退所前連携加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

(三)小規模介護福祉施設
サービス費（Ⅲ）<4.1：１>

小規模生
活単位型
介護福祉
施設サービ
ス費

(1)小規模生活単位型介護福祉施設サービ
ス費

(2)小規模生活単位型小規模介護福祉施
設サービス費

(二)小規模旧措置入所者
介護福祉施設サービス費
（Ⅱ）<3.5：１>

(二)旧措置入所者介護福
祉施設サービス費（Ⅱ）
<3.5：１>

介護福祉
施設サービ
ス費

(1)介護福祉施
設サービス費

(一)介護福祉施設サービ
ス費（Ⅰ）<３：１>

入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて1日
につき３２０単位を算定

(一)旧措置入所者介護福
祉施設サービス費（Ⅰ）<
３：１>

　外泊時費用

(2)小規模旧措
置入所者介護
福祉施設サー
ビス費

小規模生
活単位型
旧措置入
所者介護
福祉施設
サービス費

(1)小規模生活単位型旧措置入所者介護
福祉施設サービス費

(2)小規模生活単位型小規模旧措置入所
者介護福祉施設サービス費

旧措置入
所者介護
福祉施設
サービス費
（平成17年
3月31日ま
で適用）

(1)旧措置入所
者介護福祉施
設サービス費
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２　介護保健施設サービス

注 注

夜勤を行う職員の
勤務条件基準を
満たさない場合

入所者の数が入
所定員を超える場
合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満
たない場合

又
は

医師、理学療法
士・作業療法士又
は介護支援専門
員の員数が基準
に満たない場合

リハビリ体制（理
学療法士等の配
置）が強化され、
個別リハビリテー
ション計画に基づ
きリハビリテーショ
ンを行う体制にあ
る場合

痴呆専門棟加算
(特に問題行動の
著しい痴呆性老人
の場合)

要介護１ （ ８１９ 単位）

要介護２ （ ８６８ 単位）

要介護３ （ ９２１ 単位）

要介護４ （ ９７５ 単位）

要介護５ （ １,０２８ 単位）

要介護１ （ ７２５ 単位）

要介護２ （ ７６７ 単位）

要介護３ （ ８０９ 単位）

要介護４ （ ８５１ 単位）

要介護５ （ ８９３ 単位）

※　ＰＴ・ＯＴによる人員配置減算（７０％）を適用する場合には、リハビリ機能強化加算（３０単位）を適用しない。

注
入所者及びその家族等に対して退所後の療養上の指導を行った場合

注
退所後の主治医に対して診療情報を提供した場合

注
居宅介護支援事業者と退所前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

ハ　退所時指
導等加算

(2)老人訪問看護指示加算
　　　（入所者1人につき1回を限度として３００単位を算定）

(1)緊急時治療管理
　　　（1月に1回3日を限度に､1日につき５００単位を算定）

(2)特定治療

(四)退所前連携加算
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

基本部分

ニ　緊急時施
設療養費

(1)退所時等
指導加算

(二)退所時指導加算
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（４００単位）

(三)退所時情報提供加算
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

入所者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて1日につき４４４単位を算定

ロ　初期加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　＋３０単位）

(一)退所前後訪問指導加算
　（入所中1回（又は2回）、退所後1回を限度
に、４６０単位を算定）

×７０／１００

注　外泊時費用

＋　３０単位 ＋　７６単位
イ　介護保健
施設サービス
費

(1)介護保健施設
　サービス費（Ⅰ）<３：１>

(2)介護保健施設
　サービス費（Ⅱ）<3.6：１>

注

×９７／１００ ×７０／１００

×７０／１００
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３　介護療養施設サービス
　イ　療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条
件基準を満
たさない場合

入院患者の
数が入院患
者の定員を
超える場合

又
は

看護・介護職
員の員数が
基準に満た
ない場合

又
は

介護支援専
門員の員数
が基準に満
たない場合

又
は

看護師が基
準に定められ
た看護職員
の員数に
20/100を乗じ
て得た数未
満の場合

又
は

僻地の医師
確保計画を
届出たもの
で、医師の数
が基準に定
められた医師
の員数に
60/100を乗じ
て得た数未
満である場合

又
は

僻地の医師
確保計画を
届出たもの以
外で、医師の
数が基準に
定められた医
師の員数に
60/100を乗じ
て得た数未
満である場合

施設基準の
区分による療
養環境減算

医師の配置
について医療
法施行規則
第４９条の規
定が適用さ
れている場合

夜勤を行う職
員の勤務条
件に関する
基準の区分
による加算

要介護１ （ ８２０ 単位）

要介護２ （ ９３０ 単位）

要介護３ （１,１６８ 単位）

要介護４ （１,２６９ 単位）

要介護５ （１,３６０ 単位）

要介護１ （ ７６０ 単位）

要介護２ （ ８６９ 単位）

要介護３ （１,０２９ 単位）

要介護４ （１,１８５ 単位）

要介護５ （１,２２７ 単位）

要介護１ （ ７３０ 単位）

要介護２ （ ８４１ 単位）

要介護３ （ ９９２ 単位）

要介護４ （１,１４９ 単位）

要介護５ （１,１９０ 単位）

※　医師の人員配置減算（△１２単位又は９０％）を適用する場合には、医師経過措置減算（△１２単位）を適用しない。
　　 夜勤勤務条件減算（△２５単位）を適用する場合には、夜間勤務等看護加算（７～２３単位）を適用しない。

人員配置区分の変更　： 夜勤勤務条件基準加算区分の変更　：
改定前の Ⅰ型 → 廃止 改定前の Ⅰ型　　→ Ⅰ型

Ⅱ型 → Ⅰ型 Ⅱ型　　→ Ⅱ型
Ⅲ型 → Ⅱ型 Ⅲ型　　→ 廃止
Ⅳ型 → Ⅲ型 Ⅳ型　　→ Ⅲ型

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合

b 退院時指導加算

　　　　　　　　　　　　（４００単位）

(4)　特定診療費

（二）老人訪問看護指示加算
　　（入院患者１人につき１回を限度として
　　　３００単位算定）

d 退院前連携加算

　　　　　　　　　　　　（５００単位）

c 退院時情報提供加算
　
　　　　　　　　　　　　（５００単位）

(3)　退院
時指導等
加算

a 退院前後訪問指導加算
　（入院中1回（又は2回）、退院後1
回を限度に、４６０単位を算定）

－１２単位

療養病床療
養環境減算
(Ⅰ)
　－１５単位

療養病床療
養環境減算
(Ⅱ)
　－７５単位

療養病床療
養環境減算
(Ⅲ)
　－１０５単位

×９０／１００

－１２単位

入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１日につき４４４単位を算定

注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合

注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

(1)療養型
介護療養
施設サー
ビス費

入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき４４４単位を算定

(2)　初期加算　　　　　　　　（1日につき　＋３０単位）

（一）
退院時
等指導
加算

注　他科受診時費用

注　外泊時費用

夜間勤務等
看護（Ⅰ）
　＋２３単位

夜間勤務等
看護（Ⅱ）
　＋１４単位

夜間勤務等
看護（Ⅲ）
　　＋７単位

基本部分

注

×７０／１００

×９０／１００×７０／１００

(一)療養型介護療
養施設サービス費
（Ⅰ）
看護<6：１>  介護
<4:1>

(二)療養型介護療
養施設サービス費
（Ⅱ）
看護<6：１>  介護
<5:1>

(三)療養型介護療
養施設サービス費
（Ⅲ）
看護<6：１>  介護
<6:1>

－２５単位 ×７０／１００
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　ロ　療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス

注 注

入院患者の数が入院患者の定員を超
える場合

施設基準の区分による療養環境減算

要介護１ （ ８０１ 単位）

要介護２ （ ８５３ 単位）

要介護３ （ ９０５ 単位）

要介護４ （ ９５６ 単位）

要介護５ （ １,００８ 単位）

要介護１ （ ７１１ 単位）

要介護２ （ ７５７ 単位）

要介護３ （ ８０３ 単位）

要介護４ （ ８４９ 単位）

要介護５ （ ８９５ 単位）

診療所療養病床療養環境減算（Ⅰ）
　　　　　　　－５０単位

診療所療養病床療養環境減算（Ⅱ）
　　　　　　　－９０単位

基本部分

(2)　初期加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　＋３０単位）

a 退院前後訪問指導加算
　　（入院中1回（又は2回）、退院後1回を限度に、４６０単位を
算定）

(1)診療所型
介護療養施設
サービス費

注　他科受診時費用
入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限度として所定
単位数に代えて１日につき４４４単位を算定

c 退院時情報提供加算
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

×７０／１００

(一)診療所型介護療養施設サービス費（Ⅰ）
　　　看護<6：1>  介護<6：1>

(二)診療所型介護療養施設サービス費（Ⅱ）
　　　看護・介護<3：１>

b 退院時指導加算
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４００単位）

(4)　特定診療費

入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき４４４単位を算
定

（一）
退院時等
指導加算

d 退院前連携加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

（二）　老人訪問看護指示加算
　　　　（入院患者１人につき１回を限度として３００単位算定）

注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

(3)　退院時指
導等加算

注　外泊時費用

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合

注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合
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　ハ　老人性痴呆疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サービス

入院患者の数が
入院患者の定員
を超える場合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満
たない場合

又
は

介護支援専門員
の員数が基準に
満たない場合

又
は

看護師が基準に
定められた看護職
員の員数に
20/100を乗じて得
た数未満の場合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
で、医師の数が基
準に定められた医
師の員数に
60/100を乗じて得
た数未満である場
合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
以外で、医師の数
が基準に定めら
れた医師の員数
に60/100を乗じて
得た数未満である
場合

要介護１ （１,００４ 単位）

要介護２ （１,０７５ 単位）

要介護３ （１,１４５ 単位）

要介護４ （１,２１６ 単位）

要介護５ （１,２８６ 単位）

要介護１ （ ９７５ 単位）

要介護２ （１,０４４ 単位）

要介護３ （１,１１２ 単位）

要介護４ （１,１８１ 単位）

要介護５ （１,２４９ 単位）

要介護１ （ ９５９ 単位）

要介護２ （１,０２６ 単位）

要介護３ （１,０９３ 単位）

要介護４ （１,１６１ 単位）

要介護５ （１,２２８ 単位）

※　　痴呆疾患型介護療養施設サービス費（Ⅳ）を削除。

(4)　特定診療費

(3)　退院時
指導等加算

（二）　老人訪問看護指示加算
　　　（入院患者１人につき１回を限度として３００単位算定）

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合

注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合

注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

（一）
退院時
等指導
加算

d 退院前連携加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

a 退院前後訪問指導加算
　　（入院中1回（又は2回）、退院後1回を限度に、４６
０単位を算定）

b 退院時指導加算
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４００単位）

基本部分

(二)痴呆疾患型介護療養施設サー
ビス費（Ⅱ）
看護<6：1>  介護<5：1>

(三)痴呆疾患型介護療養施設サー
ビス費（Ⅲ）
看護<6：1>  介護<6：1>

c 退院時情報提供加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

(一)痴呆疾患型介護療養施設サー
ビス費（Ⅰ）
看護<6：1>  介護<4：1>

注　外泊時費用

(1)痴呆疾患
型介護療養
施設サービス
費

注　他科受診時費用

(2)　初期加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　＋３０単位）

入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１
日につき４４４単位を算定

入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき４４４単位を算定

注

×７０／１００

×７０／１００

×９０／１００

－１２単位

×９０／１００

×７０／１００
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４　食事の提供に要する費用の額

　　基本食事サービス費

　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　２,１２０円）

基本部分

注
特別食を提供した場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　＋３５０円

注
食事の提供が管理栄養士でなく、栄養士によって管理
されている場合、
適時・適温の食事の提供が行われていない場合

　　　　　　　　　　　　　　　　－２００円

注
食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理さ
れていない場合　等

　　　　　　　　　　　　　　　　－６００円
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